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概   要 
近年我が国では自然災害の激甚化により落石災害の発生リスクが高まっており，落石対策の合理化が求め

られている。落石対策工のひとつである落石防護土堤は，土を台形上に盛土した構造物である。土のみで

施工されるため，施工性，経済性，維持管理性に優れる。しかし，現在の設計法では土堤の性能評価が明確

にされていない。本稿では，設計法確立に向け，土堤の基本的な破壊メカニズムとスケール効果を把握す

るために，小型（実規模の 1/4 スケール）・中型土堤（実規模の 1/2 スケール）への静的載荷実験を行った。

載荷終了後の土堤断面から，土堤内部では受働崩壊が発生していることが示唆された。また，本稿では最

大荷重についても比較した。さらに，二次元個別要素法において，実験と同様に小型・中型土堤への静的

載荷実験を行うと，本稿に用いた解析モデルは実験の最大荷重と終局荷重を概ね再現した。 
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1. はじめに 

 

 我が国は，国土の約 7 割が山岳地帯である。そのため，

山岳地帯にも道路や鉄道などの交通インフラが整備され

ており，これらは人々の生活にはなくてはならない存在で

ある。しかし，近年の気候変動に伴う集中豪雨等の災害の

激甚化・頻発化により落石災害が多発している上に，落石

発生箇所・落石外力が増加し落石災害に対するリスクが高

まっている。以上のことから，落石対策工の対応可能エネ

ルギーの拡大や施工性・維持管理性に優れた合理的な落石

対策工の実施が求められている。 

 ここで，落石対策工の一つとして落石防護土堤（以下，

単に土堤と示す）が挙げられる。土堤は土のみで構成され，

設定スペースさえあれば現地発生土の流用も可能であり，

経済性，施工性，維持管理性に優れた落石対策工とされて

いる。しかし，落石対策便覧 1)には土堤のエネルギー吸収

のメカニズムやその効果については示されているが，その

定量的な評価はなされていない。また，土堤の形状寸法に

ついても 1 つの研究例が示されているのみであり，落石外

力や土堤材料の影響が考慮されたものにはなっていない

のが現状である。 

 そこで，本稿では落石防護土堤の性能設計法確立に向け，

土堤の基本的な破壊メカニズムとスケール効果を把握す

るために，実規模の 1/4 スケールの土堤（以下，小型土堤）・

実規模の 1/2 スケールの土堤（以下，中型土堤）への静的

載荷実験を行った。さらに 2 次元個別要素法（Discrete 

Element Method，以下 2D-DEM と略す）を用いて再現解析

を行い，解析モデルの妥当性を検討した。 

 

2. 実験概要 

 

 本研究では高さ 0.5m の土堤を対象とした小型土堤実験

2)及び高さ 1.0m の土堤を対象とした中型土堤実験を実施

した。小型土堤実験では重錘形状を変化させ，重錘形状及

び土堤形状の違いによる破壊形態及び荷重挙動への影響

についての検討を行った。さらに，中型土堤実験と既往研

究における小型土堤実験 2)の一部と比較検討した。 

 

2.1 小型土堤実験 

図 1 に実験概要図を示す。土堤部及び基礎部は，表 1 に

第35回中部地盤工学シンポジウム 
【講演番号2-5】

- 67 -



示す物性値の砂を用いて基礎部と実規模の 1/4 スケールを

想定した土堤部で構成される縮尺模型とした。表 2 に実

験ケースの一覧を示す。表中のケース名については記号が

重錘形状，数字が土堤法面勾配を示している。土堤勾配は

落石対策便覧に記載される一般値 1:1.0~1:1.5 を目安に，

1:1.0 を 1 ケース，1:1.5 を 2 ケースとした。土堤部は，高

さ 0.50m，天端幅 0.25m，底面幅 1.75m もしくは 1.25m の

左右対称の台形状とした。土堤模型延長は全 9.00m であり，

一つの実験に対して影響範囲が延長 3.00m 程度と仮定し，

3.00m 毎に荷重を作用させている。基礎部は，高さ 0.90m，

幅 2.75m の断面とした。試験体の構築に際して，基層部は

厚さ 0.30m 毎に，土堤部は 0.25m 毎に砂を敷き均し，振動

締固め機を使用して成形した。重錘は球体と EOTA 型 3)の

2 種類を使用した。質量はどちらも 54kg である。直径は球

体が 0.318m，多面体が 0.285m である。本実験は，重錘に

接続した油圧ジャッキにより，土堤に載荷速度 0.5mm/s で

水平荷重を作用させた。荷重作用高さは重錘重心を土堤底

面から 0.25m の高さに設定した。 

 

2.2 中型土堤実験 

図 2 に実験概要図を示す。土堤部及び基礎部は，表 1 に

示す物性値の砂を用いて基礎部と実規模の 1/2 スケールを

想定した土堤部で構成される縮尺模型とした。土堤勾配は，

2019 年度実規模実験 4)と同様に 1:1.2 になるように構築し

た。この法勾配は以下を基に設定した。1)落石対策便覧に

記載される一般値 1:1.0~1:1.5 を目安とすること，2)今回の

土堤実験にて得られた材料試験結果を用いた盛土安定計

算においてすべり安全率 1.2 を確保可能な勾配とすること，

である。土堤部は，高さ 1.00m，天端幅 0.20m，底面幅 2.60m

の台形状とし，延長は 4.60m とした。基礎部は，高さ 0.60m，

幅 4.10m の断面で，延長 6.60m とした。基礎部はコンクリ

ート基礎の上に山留材を配置して砂を充填し，土堤部はそ

の上に構築した。試験体の構築に際して，基層部は厚さ

0.30 毎に，土堤部は 0.25m 毎に砂を敷き均し，振動締固め

機を使用して成形した。実験では一辺の長さ 0.50m，質量

234.5kg の EOTA 型重錘を使用した。本実験は，重錘に接

続した油圧ジャッキにより，土堤に載荷速度 0.5mm/s で水

平荷重を作用させた。荷重作用高さは重錘重心を土堤底面

から 0.50m の高さに設定した。ここで，小型・中型土堤実

験では類似した砂を用いている。 

 

2.3 計測項目 

 小型土堤実験，中型土堤実験共に測定項目はロードセル

による載荷荷重，ワイヤ式変位変換器による水平方向の重

錘貫入量，ビデオカメラによる土堤変状計測及び土堤載荷

点内部に埋設した着色砂による土堤断面変状である。ただ

し，小型土堤実験における着色砂は近い箇所での変形を判

別しやすくする目的で，砂と同じ素材で黒色と白色の 2 色

を使用し，中型土堤実験では土堤に用いた砂とは別素材の

白砂を使用した。 

 

（a）球体重錘，法面勾配 1:1.5 

（b）球体重錘，法面勾配 1:1.0 

（c）多面体重錘，法面勾配 1:1.5 

図 1 小型土堤実験概要図 

 

表 1 材料試験結果一覧 

 

表 2 小型土堤実験ケース一覧 

 

図 2 中型土堤実験概要図 
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項目 単位

土粒子の密度 （g/cm
3
） 2.58 2.69

60%粒径 D 60 （mm） 0.37 0.28

均等係数 U c - 2.15 1.83

最大乾燥密度 ρdmax （g/cm
3
） 1.59 1.41

最適含水比 w opt （%） 20.80 25.4
内部摩擦角 Φ （°） 36.50 34.70

粘着力 C （kN/m
2
） 0.75 6.60

平均含水比 （%） 10.01 9.5

地盤材料：砂
小型土堤 中型土堤

ケース名 載荷方法 地盤材料 土堤勾配 重錘形状

S-1.5 1:1.5 球体

S-1.0 1:1.0 球体

P-1.5 1:1.5 多面体

静的載荷 砂
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3. 実験結果及び考察 

 

3.1 土堤断面変状 

(1) 小型土堤実験 

図 3 に載荷終了時の載荷面及び非載荷面の様子を，図 

4 に載荷終了時の土堤断面変状を，図 5 に各ケースにおけ

る貫入量の時刻歴分布を示す。なお，図 3 内の実線はひび

割れを，破線は非載荷面から見た押抜き土塊を示している。

図 4 について，土堤内部に埋設した着色砂は土堤中央部

を C とし，それぞれ左右に F，R とした。また，アルファ

ベットに隣接する数字は中央に近い着色砂から順に 1～4

とした。せん断していた着色砂の箇所を実線で示し，せん

断から予想したすべり線を破線で示す。また，S-1.0 では，

一部の領域は土堤の開削時に崩れてしまい計測を行うこ

とができなかった。いずれのケースでも重錘が土堤に貫入

し，載荷面及び土堤天端にひび割れが発生していた。また，

全ケースでその後に非載荷面に押抜き破壊が発生してい

た。押抜き破壊の範囲を比較すると，S-1.0 は他の 2 ケー

スよりも押抜き破壊の範囲が大きくなっている。この結果

は既往の研究 5)で得られている結果にも一致しており試験

体による誤差ではないと考えられる。この原因として，S-

1.0 では載荷を受ける法面が急勾配であるため，緩勾配と

なっている他の 2 ケースよりも載荷時の法面の法線成分

荷重が大きくなることが原因だと考える。 

図 4 に示した着色砂の変形に着目すると，S-1.5 では着

色砂 F4 の重錘接触箇所付近がお椀型に変形しており，ま

た，着色砂のせん断を結んだ想定滑り線は重錘から非載荷

面の中腹へ抜ける位置に発生しているものと考えられる。 

S-1.0 では，着色砂 F2 において，土堤内の着色砂の位置

が支持基層内の着色砂よりも非載荷面側にずれていた。こ

のことから，着色砂による計測箇所以外でせん断もしくは

曲げが発生していたと考えられる。また，着色砂のせん断

を結んだ想定滑り線は重錘から非載荷面の法尻に抜ける

ように発生していると考えられる。 

P-1.5 では上の 2 ケースで見られたお椀型の変形が見ら

れなかった。着色砂のせん断を結んだ想定すべり線は重錘

から非載荷面の上部に向かって抜けていると考えられる。 

また，S-1.0 のみ想定すべり線が法尻に抜けたことに関

しては前述の通り，他の 2 ケースに比べて法面の法線成分

荷重が大きいため，すべり線の方向が下向きになり，加え

て底面幅が小さいことに起因したと考えられる。 

 

(2) 中型土堤実験 

 図 5 に載荷終了時の載荷面及び非載荷面の様子を，図 

6 に載荷終了時の土堤断面変状を示す。なお，断面の崩壊

を防ぐために，掘削は天端より徐々に行っており，図 6 は，

掘削中に定点カメラで撮影した画像を重ね合わせたもの

である。また，図 5 内の破線は非載荷面から見た押抜き土

塊を示している。図 6 はせん断していた着色砂の箇所と

載荷方向を正とし黄色矢印で示し，せん断から予想したす

べり線を白色破線で示す。さらに，載荷前と載荷終了後の

        （a）載荷面状況    （b）非載荷面状況 

図 3 載荷終了時の土堤法面の様子（小型土堤実験） 

 

 

（a）S-1.5 

 

（b）S-1.0 

 
（c）P-1.5 

図 4 載荷終了時の土堤断面変状（小型土堤実験） 

 

（a）載荷面状況             （b）非載荷面状況 

図 5 載荷終了時の土堤法面の様子（中型土堤実験） 
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重錘位置を赤線で構築した図で示す。 

図 5 について，載荷面では重錘上部から斜め 45°上方に

ひび割れが進展しており，土塊の中央部には縦方向のひび

割れも観察された。非載荷面では，載荷点である土堤高さ

1/2 の位置付近より上方で土塊の形成が認められ，土塊の

幅は土堤部の延長方向に 1.62m 程度であった。 

 図 6 について，非載荷面のひび割れにつながる想定す

べり線は，載荷面から土堤中央部まで概ね水平方向に進展

し，その後天端方向に進展して非載荷面でひび割れが発生

したと考えられる。まず青枠部では，着色砂の間隔が狭く

なっていることから，重錘の貫入に抵抗しきれず土堤が真

横にずれたと考える。また赤枠部では，想定すべり線と水

平方向とのなす角が約 23°であった。これは，今回用いた

砂材料の内部摩擦角φ=35°より求めた受働崩壊角（45°

－φ/2）が約 28°と近い値を取ったことから受働崩壊によ

って想定すべり線が斜めに進展したと考える。ここで，小

型土堤について確認すると，押し抜きせん断が土堤下部に

抜けた S-1.0 を除いて他 2 ケースは右斜め上方にすべり線

が進展している。各すべり線の水平方向とのなす角は S-

1.5 は約 19°，P-1.5 は約 29°であった。当実験で用いた

砂材料の内部摩擦角は 37°であり，受働崩壊角は 27°と

なり，P-1.5 については受働崩壊角と実験結果のすべり線

と水平方向とのなす角が近い値となった。 

以上より，多面体重錘で載荷した時は受働崩壊が生じた

ことが示唆されたが，球体重錘では受働崩壊角よりも若干

小さい値を取った。これは，多面体重錘は主載荷面が鉛直

のため水平に砂を押すことから，受働崩壊角に近い値を取

ったのに対し，球体重錘だと主載荷面は無く球状であるこ

とから中心より下方は斜め下方向に砂を押すため，受働崩

壊角よりも小さい値を取ったと考える。 

 

3.2 荷重貫入量曲線の比較 

 図 7 に小型土堤実験及び中型土堤実験における荷重貫

入量曲線を示す。横軸に貫入量（m），縦軸に載荷荷重（kN）

をとり，プロットにてそれぞれの最大荷重点を示す。また，

表 3 に図 7 でプロットした点の貫入量と荷重を示す。 

 まず，小型土堤実験での法勾配と重錘形状による影響を

考える。法勾配について S-1.0 の最大荷重は 5.99kN，S-1.5

は 8.53kNで緩勾配の方が 2.54kN大きい値を取ることが分

かった。これは，土堤の法面が急勾配になると法面の接線

方向への荷重が小さくなり，法線成分への荷重が大きくな

るため緩勾配の場合よりも荷重が効率よく作用するため

だと考える。このことから，法勾配が急になると最大荷重

が大きくなることが分かった。 

次に，重錘形状について P-1.5 の最大荷重は 5.71kN で

S-1.5 に比べて 2.82kN 小さい値を取った。図 7 から多面体

重錘では球体重錘よりも荷重の立ち上がりが緩やかにな

っている。このことから多面体重錘は球体重錘よりも貫入

する際に抵抗を受けづらいと考える。また，図 7 の S-1.0

と S-1.5 を比較すると，荷重の立ち上がりが同程度になっ

ていることから，荷重の立ち上がりには重錘形状が影響す

図 6 載荷終了時の土堤断面変状（中型土堤実験） 

 

図 7 荷重貫入量曲線（小型・中型実験での比較） 

 

表 3 図 7 における荷重及び貫入量の比較 

 

 

（a）小型土堤 

（b）中型土堤 

図 8 解析モデル 
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ることが示唆された。このことから，重錘形状は多面体に

比べて球体の方が最大荷重が大きくなることが分かった。 

 さらに，中型土堤実験と P-1.5 の最大荷重を比較する。

中型土堤実験での最大荷重は 17.69kN で P-1.5 の最大荷重

の約 3.1 倍の値を取った。上記より，勾配が 1:1.0~1.5 の間

では土堤の法面が急勾配であるほど最大荷重は大きい値

を取ることから，中型土堤が 1.5 割勾配だった場合には，

1.2 割勾配の土堤を用いた実験結果の最大荷重 17.69kN よ

りも大きな値を取ることが予想される。したがって，1.5 割

勾配の中型土堤の最大荷重は P-1.5 の小型土堤の最大荷重

の 3.1 倍以上になると考える。仮に最大荷重がすべり面の

面積に比例するとすれば，中型土堤の法面を緩くしたとき

に小型土堤の最大荷重の 4 倍未満となれば，小型土堤と中

型土堤にはスケール効果があると言えるため，今後スケー

ル効果についてさらなる検討を行いたい。 

 

4. 数値解析及び考察 

 

 図 8 に 2D-DEM による小型土堤実験（S-1.5）及び中型

土堤実験の再現解析の解析モデルを示す。解析モデルは共

に実験時の寸法から設定した。また，表 4 の解析パラメー

タは既往研究 5)を参考に設定し，粒子直径は最大粒径が重

錘直径の 1/10 以下が望ましいとした既往研究 3)を参考に，

計算コストを考慮し，最大粒径は中型土堤実験結果の静的

荷重を表現可能な重錘直径の 1/(20√2)，最小粒径は最大粒

径の半分とした。なお，粒径を小さくすると同一体積中の

粒子数が増加し，土堤全体として剛性が低下するために土

堤内の局所的な変形・破壊モードの再現性が向上すること

がわかっている。また，解析上で粘着力を表すボンド強度

を設定するため，表-1 に示す解析パラメータで掘削解析 6)

を実施し，自立高さとボンド強度の関係を算出した。これ

に加え，図 9 に示すように，中型土堤実験での土堤の限界

自立高さが 1.0m であったことを踏まえ，ボンド強度を設

定した。小型土堤実験についても類似した砂材料を用いて

いることから，同一のボンド強度に設定した。 

 

4.1 荷重貫入量曲線の比較 

 図 10 に小型土堤実験とその解析及び中型土堤実験とそ

の解析の計 4 種類における荷重貫入量曲線を示す。小型・

中型ともに白抜きプロットで示す最大荷重の大きさは概

ね一致し，中型土堤に関しては最大荷重発生以後に荷重が

下がり，一定値で推移する際の荷重である終局荷重につい

ても概ね再現していることが確認された。荷重での再現性

が確認できた中型の同モデルを用いて，以下中型土堤の変

形破壊挙動について考察する。 

 

4.2 中型土堤における土堤の変形破壊挙動の把握 

 図 11 に中型土堤の解析結果における荷重の時刻歴分布

図を示し，図 12 は図 11 中に赤プロットで示した時刻に

おける土堤断面図を示す。図 12 に示す土堤断面図は実験

時に埋設した着色砂の配置を参考に格子状に粒子を着色

表 4 解析パラメータ 

 

 

 

図 9 中型土堤の限界自立高さ 

 

図 10 荷重貫入量曲線（実験と解析での比較） 

 

図 11 荷重の時刻歴分布図（中型土堤：解析） 

パラメータ 記号（単位） 設定値

最大粒径D max 0.01768

最小粒径D min 0.00884

平均粒径D 50 0.01326

粒子の密度 ρ s(kg/m3) 2650

法線方向ばね定数 k n(N/m) 2.0×10
7

接線方向ばね定数 k s(N/m) 5.0×10
6

粒子間摩擦角 φ u（deg.） 25

減衰定数 h 1.0

ボンド直径 D b(m) 0.00884

ボンド強度 s b  (Pa) 2.11×10
7
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(a) 91s 最大荷重時

(b) 100s 終局荷重区間の初期

(c) 120s 終局荷重区間の中期

(d) 140s 終局荷重区間の末期
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し，せん断を視認できた範囲を黄枠で，（d）は視認できた

想定すべり線を黄破線で示した。 

 図 12（a）より最大荷重発生時には重錘下部周辺ではせ

ん断の発生が視認できたが，土堤の非載荷面では明確なせ

ん断は見られなかった。このことから，図 6 で示した想定

すべり線は，最大荷重発生時には重錘下部周辺で真横に少

し進展している段階であると推察される。そして荷重が下

がり，一定値で推移する際の荷重である終局荷重となった

図 12（b），（c）では，時刻経過に関わらず明確な想定すべ

り線の進展があまり見られず，天端方向へのすべり線は視

認できない。これは粒子寸法が大きくせん断が見えていな

いためか，あるいは終局荷重区間の初期から中期では想定

すべり線があまり進展しないことが考えられる。終局荷重

区間の末期にあたる図 12（d）では，土堤の非載荷面にひ

び割れが視認され，この段階で天端方向に進展する想定す

べり線が発生し，非載荷面のひび割れで抜けていると考え

られる｡このように，解析においても実験と同様の想定す

べり線が見られた。 

 

5. まとめ 

 

 本研究では落石防護土堤の性能設計法確立に向け，小型

土堤と中型土堤へ静的載荷実験及びその再現解析を 2D-

DEM を用いて実施し，土堤の基本的な破壊メカニズムと

スケール効果について検討を行った。得られた知見は以下

の通りである。 

1) 静的荷重が作用した場合，中型土堤と P-1.5 で用いた

多面体重錘では主載荷面が鉛直のため水平に砂を押

すことから，想定すべり線と水平方向とのなす角が

受働崩壊角に近い値を取った。しかし，S-1.5 で用い

た球体重錘では主載荷面は無く球状であることから

中心より下方は斜め下方向に砂を押すため，受働崩

壊角よりも若干小さい値を取った。 

2) 小型土堤実験における荷重貫入量曲線より，法勾配

が急になると最大荷重は大きくなることが分かった。 

3) 小型土堤実験における荷重貫入量曲線より，重錘形

状が多面体に比べて球体の方が最大荷重が大きくな

ることが分かった。 

4) 土堤の変形破壊挙動は，最大荷重発生時には水平方

向への進展に留まっており，その後の終局荷重発生

区間でも初期から中間ではあまり進展は見られず，

末期において天端方向へすべり線が進展し，非載荷

面のひび割れで抜けたと推察される。 
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（a）最大荷重発生時（91s） 

（b）終局荷重発生区間（初期：100s） 

（c）終局荷重発生区間（中期：120s） 

（d）終局荷重発生区間（末期：140s） 

図 12 時間経過に伴う断面変化図 
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